
事業係資料
④

実績 ④

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7

社会参加の支 ①65歳以上の高 ①多様な活動に参 ふれあいサロンの 目標 39,500 49,000 58,500 68,000 自立支援サー ①65歳以上の高 ①誰もが自立した 高齢福祉ﾀｸｼｰ運賃 目標 34,800 35,200 35,600 36,000
① 人 ① 人

援と生きがい 齢者 加してもらい、生 年間参加人数 実績 40,845 - - - ビスの推進 齢者のみの世帯 生活を送れるよう 助成事業利用人数 実績 41,258 - - -

づくりの促進 ②高齢者を支え きがいをもって生 老人福祉センター 目標 84,200 106,300 128,400 150,500 支援する。 認知症サポーター 目標 20,500 21,500 22,500 23,500
② 人 ② 人

る人（地域住民 活できるようにす 年間利用人数 実績 56,908 - - - の延人数 実績 21,391 - - -

等） る。 生活支援体制づく 目標 23 30 36 42 目標
③ 箇所 ③

②地域で高齢者の りに取組む町会等 実績 17 - - - 実績

支援者が増加し、 目標 目標
④ ④

活動が推進される 実績 実績

介護予防の推 ①65歳以上の高 ①要介護状態にな 要支援・要介護認 目標 18.3 18.3 18.3 18.3 後期高齢者医 ①後期高齢者医 ①後期高齢者医療 後期高齢者医療健 目標 18.2 18.5 18.7 19
① ％ ① ％

進と介護保険 齢者 らないようにする 定率 実績 18 - - - 療制度の安定 療被保険者 制度が安定して運 康診査受診率 実績 18.3 - - -

サービスの充 ②介護事業所 。 介護支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 目標 250 280 310 340 した運営 営され、必要な時 目標
② 人 ②

実 ②必要な時に適切 の延人数 実績 154 - - - に医療が受けられ 実績

な介護保険サービ 介護職員処遇改善 目標 100 100 100 100 る。 目標
③ ％ ③

スが受けられるよ 加算取得率 実績 96.7 - - - 実績

うにする。 目標 目標
④ ④

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和4年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

・「シニア地域デビュー条例」の制定や地域で高齢者を支える団体等を支援することで、高齢者の社会参加を支援 【施策の取組方針達成状況】

し生きがいづくりを促進する。また、ふれあいサロンや高齢者生きがい活動の参加人数の増加を図る。 □ 全て達成 ・シニア地域デビュー条例を制定した。また、シニアクラブ連合会やふれあいサロンなど、高齢者の生きがい

・高齢者在宅福祉サービス事業の見直し結果を検証し、今後の方向性を検討する。 　づくり等を実施する団体の支援を行い、新規団体の設立や休会団体の再開を呼びかけた。
取組

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に取り組むとともに、介護予防教室の参加人数の増加を図る。 ■ 一部未達成 ・高齢者在宅福祉サービスの見直しについては、検討には至らなかった。
方針

また、包括支援センターの人員確保を支援する。 ・通いの場等へ積極的に関与し、対象者に対して健康教育とフレイル状況の把握を行った。

・介護サービスの安定的な提供体制を維持す

令

るとともに、介護人材

和

の定着のため、介護事

５

業所実地指導の際に介

年

護 □ 全て未達成 　個別

度

支援については生活習

　

慣病重症化予防を主と

施

して、対象者に対して

策

保健指導や受診勧奨を

・

行った。
施

職員処遇改

基

善加算の取得について

本

指導、支援を行う。 　

事

介護予防教室を感染症

業

対策のため一時中止し

マ

たことから、介護支援

ネ

ボランティア人数が目

ジ

標未達成となった。
策

メ

また、介護に関する入

ン

門的研修会を開催し、

ト

介護職への参入促進を

シ

図る。 　地域包括支援

ー

センターの職員体制の

ト

充実を図ったが、必要

　

職員数を満たさなかっ

（

た箇所があった。

・後

令

期高齢者の健康診査の

和

受診率向上を図るため

４

、積極的な啓発を行う

年

。 □ 全て達成 ・実地指

度

導の際に介護職員処遇

実

改善加算の未取得の事

績

業者に対し指導、支援

に

を行ったが、制度の理

基

解不足や

　手続きの煩

づ

雑さにより未取得の事

く

業者があった。
成果

■

評

一部未達成 　介護未経

価

験者を対象とした基本

）

的知識を習得する研修

 

を実施し関係機関と連

作

携して就労支援を行っ

成

た。
指標

・チラシ全戸

日

配布等、多種多様な手

 

法により健康診査受診

 

勧奨を行った。

□ 全て

令

未達成 　【成果指標達

和

成状況】成果指標の①

 

「生きがいを持って生

6

活している高齢者割合

年

」は達成したが②「社

 

会参加

をしている高齢

3

者の割合」③「地域で

月

の生活支援サービスの

 

体制づくりに取り組む

5

町会等」は未達成。

基

日

本事業名 令和4年度基

基

本事業の取組方針 基本

本

事業の取組方針・成果

目

指標達成状況 基本事業

標

名 令和4年度基本事業

名

の取組方針 基本事業の

0

取組方針・成果指標達

3

成状況

社会参加の支援

健

と ・シニア地域デビュ

や

ー条例を制定・ 取組方

か

針 □ 全て達成 ■ 一部未

で

達成 □ 全て未達成 自立

元

支援サービス ・一人暮

気

らしの高齢者や高齢者

に

のみ 取組方針 □ 全て達

暮

成 ■ 一部未達成 □ 全て

ら

未達成

生きがいづくり

せ

の 施行し、シニア世代

る

の方々がそれま 成果指

ま

標 □ 全て達成 ■ 一部未

ち

達成 □ 全て未達成 の推

づ

進 の世帯の方々に対し

く

、各種の高齢者 成果指

り

標 ■ 全て達成 □ 一部未

い

達成 □ 全て未達成

促進

き

での人生の中で培って

い

こられた能力 【基本事

き

業の取組方針達成状況

高

】 在宅福祉サービスを

齢

提供し、自立し 【基本

課

事業の取組方針達成状

政

況】

や経験を、地域の

策

中で発揮できるよ ・シ

体

ニア地域デビュー条例

系

を制定し、R5.7.

政

1に施行することにな

　

っ た生活が送れるよう

策

支援を進め、よ ・高齢

　

者世帯の自立支援のた

名

め、複数の在宅支援サ

0

ービスを提供し

う社会

3

参加を支援する仕組み

助

を検討 たが、社会参加

け

支援の仕組みの検討に

合

は至らなかった。 り良

い

い支援のため制度の見

生

直しを検 たが、見直し

き

の検討には至らなかっ

が

た

する。 ・老人クラ

い

ブが休止となっている

を

町会等を訪問し、再開

実

を呼び掛け 討する。 ・

感

成年後見制度利用促進

で

協議会を設置し、会議

き

を開催した。

・ゴール

る

デンエイジ構想の実現

ま

に向 た結果、２クラブ

ち

が再開したが休止・廃

づ

止クラブ数がそれを上

く

回る ・身寄りのいない

り

高齢者が、安心し 【成

施

果指標達成状況】

け、

策

地域で高齢者を支える

主

老人クラ 【成果指標達

管

成状況】 て暮らせるよ

課

う支援を進める。 ①高

長

齢福祉タクシー運賃助

施

成事業利用人数（年間

　

）

ブや町内会等の団体

策

を支援し、他の ①ふれ

　

あいサロンの年間参加

名

人数 　　目標　34,

0

800人に対し、実績

1

　41,258人で達

豊

成。

団体の発掘にも努

か

める。 　　目標　39

で

,500人に対し、実

健

績　40,845人で

や

達成。　 　　令和３年

か

度より、利便性向上の

な

ため、助成券を保険証

長

等の提示

②老人福祉セ

寿

ンター年間利用人数 　

社

　に替えたり、回数制

会

限を撤廃する等、改善

の

したことによる。

　　

実

目標　84,200人

現

に対し、実績　56,

向

908人で未達成。 ②

田

認知症サポーターの延

　

人数

　　感染症対策と

綾

して利用制限（入浴予

子

約制）したため。 　　

施

目標　20,500人

策

に対し、実績21,3

関

91人で達成。
基

③地

係

域での生活支援サービ

課

スの体制づくりに取り

介

組む町会等
本

　　目標

護

　23箇所に対し、実

保

績17箇所で未達成。

険

事
介護予防の推進と ・

課

要介護状態とならない

、

よう、地域 取組方針 ■

健

全て達成 □ 一部未達成

康

□ 全て未達成 後期高齢

増

者医療制 ・財源確保の

進

ための効率的・効果的

課

取組方針 ■ 全て達成 □

、

一部未達成 □ 全て未達

ス

成
業

介護保険サービス

ポ

での介護予防を支援し

ー

、多様化する 成果指標

ツ

□ 全て達成 ■ 一部未達

推

成 □ 全て未達成 度の安

進

定した運営 な滞納整理

課

を実施すると共に健康

、

診 成果指標 ■ 全て達成

生

□ 一部未達成 □ 全て未

涯

達成

の充実 高齢者の相

学

談、ニーズ等に対応で

習

き 【基本事業の取組方

課

針達成状況】 査の受診

、

勧奨と生活習慣病重症

医

化予 【基本事業の取組

療

方針達成状況】

るよう

保

、高齢者の支援拠点施

険

設であ ・包括支援セン

課

ターの職員体制につい

、

て指導を行った。 防事

交

業を実施する。 ・後期

通

高齢者医療保険料の滞

政

納対策、収納率向上の

策

対策を強化する

る包括

課

支援センターの充実を

１

進める ・実地指導の際

．

に指導、支援を実施し

施

た。 ・高齢者の保健事

策

業と介護予防等の とと

の

もに、個別の保健指導

目

や受診勧奨及び、通い

的

の場等における健

。 ・

と

就労支援として、介護

成

未経験者に対する研修

果

を実施した。 一体的実

把

施事業を実施する。 康

握

教育とフレイル状況の

こ

把握を実施した。

・介

の

護施設等が介護職員処

施

遇改善加 【成果指標達

策

成状況】 ・生活習慣病

は

重症化予防事業は高齢

、

者の保健事業と介護予

誰

防等の一

算を取得する

、

ことで介護職員の処遇

何

①要支援・要介護認定

を

率　目標18.3％に

対

対し実績18.0％で

象

達成。 体的実施事業に

と

統合して実施した。

改

し

善を図り、介護従事者

て

の人材を確 介護予防事

い

業の推進により、自立

る

支援、重度化防止が図

か

れたことに 【成果指標

対

達成状況】

保する。 よ

象

る。 ①後期高齢者医療

指

健康診査受診率 目標

標

18.2％に対し、1

単

8.3％で達

・「介護

位

に関する入門的研修」

R

を開 ②介護支援ﾎﾞﾗ

4

ﾝﾃｨｱの延人数　目

R

標　250人に対し、

5

実績154人で未 成。

R

催し、介護に関心を持

6

つ介護未経験 達成。感

R

染症対策のため、活動

7

の場が制限されたこと

①

による。 チラシの全戸

高

配布、未受診者への通

齢

知、医療機関への働き

者

かけなど

者に対して、

が

基本的な知識を研修す

、

③介護職員処遇改善加

要

算取得率　目標100

介

％のところ実績96.

護

7％で 、多様な手法に

に

よる受診勧奨を実施し

な

たため。

ることにより

ら

、介護職への参入を促

ず

未達成。

進する。 事業

、

者の制度への理解不足

自

、煩雑な手続きが原因

立

と思われる。

４．施策

し

の基本情報
社会情勢変

て

化、国・県の動向、市

健

民・議会意見等 施策の

や

成果向上に向けての役

か

割分担

・国では、在宅

に

福祉に重点を置き、住

暮

まい、医療、介護、介

ら

護予防、生活支援が一

せ

体に提供される地域包

て

括 市民 事業所 行政

施 ケ

①

アシステムの構築を目

高

指している。 ・健康は

齢

自分で守るという意識

者

のもと、健康、 ・高齢

(

者の社会参加（地域活

6

動）への支援 ・高齢者

5

の社会参加の支援

策 ・

歳

議会の一般質問で、将

以

来の介護保険料につい

上

て質問があるなど、将

)

来における保険料の上

①

昇が危惧される 介護予

6

防、生きがいづくりへ

5

積極的に取り組む ・地

歳

域福祉の担い手として

以

の活動 ・高齢者の生き

上

がい活動の支援

の 。 ・

の

健診の適正な受診 ・介

高

護に従事する職員の福

齢

利厚生の充実 ・介護サ

者

ービス体制の充実

基 ・

数

議会において、シニア

人

地域デビュー条例制定

3

にあたり、シニア世代

6

の社会的孤立や「閉じ

,

こもり」に関す ・シニ

2

ア地域デビュー条例へ

2

の理解と関心を深 ・地

3

域との連携、行政との

-

協働により、高齢 ・栃

-

木県後期高齢者医療広

-

域連合との連携・

本 る

い

内容が、「ひきこもり

る

」の方に対しての圧力

か

になることを懸念する

を

意見が出された。 め、

判

それぞれの実情に応じ

断

て地域活動への参加 者

す

の見守り活動を支援。

る

協力

本 を促す。 ・シニ

成

ア世代が意欲に応じて

果

就業できる機会 ・シニ

指

ア世代の地域デビュー

標

の推進に関する

情 ・シ

と

ニア世代はそれぞれの

し

実情に応じて自らの 及

て

び地域活動参加の機会

採

を提供する。 施策を策

用

定し、推進する。

報 能

し

力や経験を生かした地

た

域活動、就業を行う。

。

５．施策全体の総括・

施

今後の課題・今後の方

策

向性
施策の成果実績と

の

施策の基本情報及び施

目

策コストに関する全体

的

総括 今後の課題 今後の

②

方向性

・シニア地域デ

高

ビュー条例が制定され

齢

たが、制定に至るまで

者

に多様な意見や見解が

を

見られた。 【令和５年

支

度で解決する課題】 ①

え

シニア世代の社会参加

る

意欲を促進するため、

人

既存事業の見直しを検

(

・シニアクラブ連合会

市

やふれあいサロンなど

民

、高齢者の生きがいづ

)

くり等を実施する団体

②

の支援を行い、新規団

佐

・介護職員処遇改善加

野

算の未取得事業者への

市

取得促進 討する。

　体

の

の設立や休会団体の再

人

開を呼びかけたが、新

口

たな担い手（若年層）

人

が新規加入しないため

1

減少傾向にある。 【令

1

和６年度以降にも引き

5

継がれる課題】 ②高齢

,

者のバス、タクシーの

7

利便性の向上を図るた

0

め、関係部署と連

・在

0

宅福祉サービスの見直

-

しは検討に至らなかっ

-

たが、バス、タクシー

-

の利用は増加している

②

ため、より一層の ①シ

高

ニアクラブやふれあい

齢

サロン等の担い手減少

者

の抑制。 携しながら、

の

運賃助成の対象年齢引

社

き下げ、利用用途拡大

会

、助成率の

　利便性向

参

上等に向けて検討を行

加

う必要がある。 ②高齢

の

者の自立した外出の促

実

進。 引き上げについて

態

検討する。

・通いの場

を

等へ積極的に関与し、

測

対象者に対して健康教

定

育とフレイル状況の把

す

握を行った。 ③介護予

る

防事業への参加促進。

た

③コロナ禍により減少

め

した、介護予防教室、

の

通いの場の利用促進に

成

つ

・個別支援について

果

は生活習慣病重症化予

指

防を主として、対象者

標

に対して保健指導や受

と

診勧奨を行った。 ④保

し

険料の安定的な収入確

「

保 いて、アフターコロ

対

ナを見据えた改善策を

　

講じ実施する。

・介護

象

予防教室については、

」

感染症対策のため一時

③

中止したことが、参加

て

者の減少及び介護支援

採

ボランティア ⑤今後増

用

加する介護費用の適正

し

化 ④保険料の効率的・

た

効果的な滞納整理及び

。

、収納率の向上を図る

④

。

　人数の目標未達成

成

の要因となった。 ⑥介

果

護人材の確保 ⑤介護給

指

付費適正化事業を継続

標

して着実に実施する。

③

・実地指導の際に介護

地

職員処遇改善加算の未

域

取得の事業者に対し指

で

導、支援を行ったが、

高

制度の理解不足や ⑦後

齢

期高齢者医療制度の円

者

滑な運営、健康づくり

を

と疾病予防の実施 ⑥介

支

護職員の処遇改善及び

え

、介護職への参入を促

る

進する。

　手続きの煩

活

雑さにより未取得の事

動

業者があった。 【令和

の

６年重点課題】 ⑦高齢

状

者の保健事業と介護予

況

防等の一体的実施事業

が

を推進し、健康診

・介

把

護未経験者を対象とし

握

た基本的知識を習得す

で

る研修を実施し関係機

き

関と連携して就労支援

る

を行った。 ⑧シニア地

こ

域デビュー条例に基づ

と

くシニア世代の社会参

か

加の促進 査受診率の向

ら

上を図る。

・収納率向

こ

上のため、滞納整理等

の

を強化して行い、一定

施

の効果が見られた。 ⑧

策

シニア世代の社会参加

に

を円滑にするため、対

よ

象者に有益となる情報

っ

・チラシ全戸配布等、

て

多種多様な手法により

、

健康診査受診勧奨を行

「

い、一定の効果が見ら

対

れた。 の収集を行い、

象

確実に対象者が受信で

」

きるよう、有効な情報

を

発信の仕

・生活習慣病

ど

重症化予防事業につい

う

ては、高齢者の保健事

い

業と介護予防等の一体

う

的実施事業に統合し実

状

施した。 組みを構築し

態

、全庁を挙げて発信す

に

る。

【施策コスト】

令

す

和３年度決算額約16

る

1億円に対し、令和４

の

年度決算額は約162

か

億円で、約１億円の増

成

。

主な要因は、後期高

果

齢者医療被保険者の増

指

加による、後期高齢者

標

医療広域連合納付金及

（

び後期高齢者医療費負

意

担

金の増によるもの。

図

また、令和４年度はコ

の

ロナ禍における介護施

達

設等原油価格・物価高

成

騰対策支援事業費につ

度

い

て、36,652千

を

円の歳出があった。

表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7 設定の考え方 、成果指標として採用した。

①高齢者が、住み慣れた地域で、生きがいをもち、健やか 生きがいを持って生活している高齢者の割 目標 71.3 75.8 80.4 84.9
① ％

に暮らし続けることができるようにする。 合 実績 73.9 - - -

②地域で高齢者を支える人を増やし、見守りなどの高齢者 社会参加をしている高齢者の割合 目標 47.8 52.4 56.9 61.5
施策の目的 ② ％

を支援する活動を推進する。 実績 42.6 - - -
「意　図」

地域での生活支援サービスの体制づくりに 目標 23 30 36 42 ① 市政に関するアンケート調査
③ 箇所

取り組む町会等 実績 17 - - - 成果指標の ② 市政に関するアンケート調査

目標 取得方法 ③ いきいき高齢課地域支援


